
政策 加

度 平成33年度

一部 集会施設等補助金の要望

事

に対する交付率
% 10

　

0 100 100

投
入
指

務

標

平成31年度 平成3

　

2年度 平成33年度 区

事

長研修会の開催回数
回

　

3 3 3
年度別事業費 3

業

3,916 千円 35,

　

500 千円 35,50

し

名

0 千円
特
定
財
源

国・県

新

支出金 0 千円 0 千円 0

規

千円 特　記　事　項

地

・

 　方 　債 0 千円 0

継

千円 0 千円 活動指標修

続

正：理由　従来2月、

個

5月に開催していた新

人

任区長研修会を、5月

・

に統一して開催するた

団

め。

そ 　の 　他 1

、

体

千円 0 千円 0 千円

一　

の

般　財　源 33,91

積

5 千円 35,500 千

極

円 35,500 千円

的な公共的活

事　

協

動

務　事　業　名 新規・

、

継続 拠点を中心に、公

体

益的で自主的な市民活

育

動を支援し、様々な主

、

体との連携・交流を促

学

進するとともに、市民

術

活

目　　的 動の推進を

、

図る。
市民活動支援事

芸

業 継続

会計・款・項・

術

目 所　　管　　課 平 

働

、

 成  31  年 

技

 度  の  目  

芸

標

・各種交流集会や講

、

座の開催により、市民

伝

活動の促進と拠点施設

統

の充実を図る。
一般・

文

2総務費・1総務管理

化

費・4企画費 企画課
・

、

市民活動を支援するた

伝

めの補助金交付制度を

す

統

継続する。

事　業　概

工

　要 施策内順位 ・自治

芸

基本条例の理念である

等

市民協働を推進するた

に

め、各主体が情報共有

お

・連携する機会の場を

け

つくる。（区・市民活

る

動

・市民活動の拠点施

顕

設の運営 団体等の連携

著

など）
2/3　（相談

る

な

支援、コーディネート

活

、人材育成、交流促進

躍

）

・市民活動促進事業

等

補助金の交付による活

に

動支援
市長公約事項

活

目

動
指
標

指　標　名 単　

　

位 平成31年度 平成3

　

2年度 平成33年度

無

的

活動団体・ボランティ

対

アの紹介数
人 300 3

ま

し

10 320

投
入
指
標

平

、

成31年度 平成32年

表

度 平成33年度 ＮＰＯ

彰

・ボランティア交流集

規

会開催回数
回 1 1 1

年

則

度別事業費 7,320

に

千円 7,300 千円 7

基

,300 千円
特
定
財
源

づ

国・県支出金 0 千円 0

い

千円 0 千円 特　記　事

ち

て

　項

地 　方 　債 0

表

千円 0 千円 0 千円

そ 

彰

　の 　他 347 千円

す

317 千円 0 千円

一　

る

般　財　源 6,973

。

千円 6,983 千円 7

表

,300 千円

彰事業

づ

継続

会計・款・項・目

６ く

所　　管　　課 平  

り

成  31  年  

施

度  の  目  標

策

・庁内ならびに各種団

６

体等へ表彰候補者の推

－

薦依頼を行う際、地域

１

において地道な活動を

協

されている方を特に推

働

薦いただ
一般・2総務

に

費・1総務管理費・4

全

よ

企画費 企画課
けるよう

る

周知を図るとともに、

ま

審査会において候補者

ち

の人選が適正に行なえ

づ

るよう、功績を的確に

く

把握するよう努める。

り

事　業　概　要 施策内

を

順位 ・表彰式の時間短

推

縮が図れるよう、効率

進

的な方法を検討する。

て

し

・表彰規則に基づく表

ま

彰の実施
3/3

市長公

す

約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 574 千円 574 千円
特
定
財
源

国

の

・県支出金 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円

一　般　財　源 574 千円 574 千円

主

事　務　事　業　名 新規・継続 区が自主的かつ主体的に自治会活動を行うため、区・区長・区長会に対し財政面をはじめとする活動支援を行

目　　的 う

体

。
市民協働推進事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・地域職員連絡会（地区担当制度）による区への支援体制を充実させる。
一般・2総務費・1総務管理費・4企画

が

費 企画課
・区が抱える共通課題を検討するため、実効性のある区長研修会を計画的に実施する。

事　業　概　要 施策内順位 ・各区の活動の充実を図るため、拠点施設の維持について支援する。

区・区長・区長会に対する活動

参

支援の実施 ・自治基本条例の理念である市民協働を推進するため、各主体が情報共有・連携する機会の場をつくる。（区・市民活動
1/3 団体等の連携など）

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年

574 千円

0 千円

0 千円

0 千円

574 千円



政策 加

事　務　事　業　

し

名 新規・継続 市の活性

、

化やＰＲを図るため、

協

大学をはじめとする各

働

種団体との連携事業を

す

推進する。

目　　的
各

る

種団体連携事業 継続

会

ま

計・款・項・目 所　　

ち

管　　課 平  成  

づ

31  年  度  

６ く

の  目  標

・大学

り

等、各種団体との効果

施

的・有効的な連携事業

策

を検討し、実施する。

６

一般・2総務費・1総

－

務管理費・4企画費 企

１

画課
・新規連携事業の

協

検討や継続事業の改善

働

を図っていく。

事　業

に

　概　要 施策内順位

全

よ

各種団体等との連携事

る

業の推進
－

市長公約事

ま

項

活
動
指
標

指　標　名

ち

単　位 平成31年度 平

づ

成32年度 平成33年

く

度

無 「小諸未来義塾」

り

の開催回数
回 1 1 1

投

を

入
指
標

平成31年度 平

推

成32年度 平成33年

進

度 明治学院大学との連

て

し

携推進会議の開催回数

ま

回 4 4 4
年度別事業費

す

31,834 千円 30,664 千円 31,191 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0

の

千円

一　般　財　源 31,834 千円 30,664 千円 31,191 千円

主体が参
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